
資料統分 10－２－３ 

 

 

 

投入量等一覧 



①
従　来
ベース
予定人員
（人日）

②
予定人員

（人日）

③（②－①）
効率化
予定人員

（人日）

効率化の要因

④
実績人員

（人日）

⑤（④-①）
従来ベースの
予定人員と実

績人員の差

（人日）

差率
⑤／①

備考

合計 124,480 103,180 -20,668 106,680 -17,800 -14%

平成17年国勢調査 43,896 43,896 0 46,504 2,608 6%

製表支援システムを新たに企画、開発したため、ま
た、製表システムの企画や仕様書等の作成及び第２
次基本集計の産業大分類検査事務の平成18年度予
定分の一部を前倒ししたため。

平成16年事業所・企業統計調査 16,817 8,888 -7,929
新設事業所及び存続事業所の産業分類検査事務
に産業分類自動格付システムを用いて、分類符号
を検査する方法を採用。

9,150 -7,667 -46%
産業分類自動格付システムを用いて、事務の効率化
を図った。

平成18年事業所・企業統計調査 1,326 694 0 1,199 -127 -10%
キーワードによる自動格付システムを用いて、事務
の効率化を図った。

平成16年全国消費実態調査 47,899 35,160 -12,739 33,160 -14,739 -31%

  （うち外注入力人員見込み） 6,321

平成16年サービス業基本調査 2,987 2,987 0 3,292 305 10%
経理項目の記入不備が多く検出され、結果数値の事
前審査を行ったため。

受託調査関係 7,921 7,921 0 10,067 2,146 27% 新規受託の集計準備のため。

加工統計関係 3,634 3,634 0 3,308 -326 -9% 予定事務の対象数、範囲等が減少したため。

①従来ベース予定人員とは、効率化を見込まず、従来の方式で今回の製表業務を行った場合の予定人員

家計簿の格付、入力の各事務を分離して処理する
方法から、家計簿格付・入力システムを開発し、一
体的に処理する方法に変更。（従来の外注入力は
廃止。）

新たな格付・入力事務システムにより、事務の効率
化を図った。

周期調査、受託調査、加工統計の投入量等　総括表

事務区分

予定 実績



①
平　成
１５年度
実績人員
（人日）

②
平　成
１６年度
実績人員
（人日）

③
平　成
１７年度
実績人員
（人日）

④
平　成
１８年度
実績人員
（人日）

⑤
平　成
１９年度
実績人員
（人日）

⑥
対前年度
との実績
人員の差

差率
⑥／①

備考

合計 61,923 55,009 54,275 -734 -1%

労働力調査 6,179 5,711 5,897 186 3%

新産業分類符号による格付事務移行の総合テストの準備が加わったため。（405人日）
一方で、産業・職業分類符号格付とデータチェック審査の各事務を一体的に処理する方法へ全面
的に移行したことにより、効率化を図った。（△349人日）

小売物価統計調査 13,187 10,273 9,763 -510 -5%

新小売製表システムへの移行などに係る整理事務が減少したため。

家計調査 37,269 35,729 35,582 -147 0%

 （別掲） 2,181 1,505 253

個人企業経済調査 2,781 1,443 1,315 -128 -9%

製表事務手続等の作成などに係る事務の人員が減少した。

科学技術研究調査 2,507 1,853 1,718 -135 -7%

業務全般にわたって事務の定着化が図られたことにより、人員が減少した。

公表早期化（集計期間短縮）に対応するための符号格付・入力事務の処理方法の見直し及び結
果表審査支援システムの導入により、効率化を図った。

経常調査の投入量　総括表

事務区分

中期計画期間実績 平成１7年度の状況



平成１７年国勢調査　投入量等について 

①
従　来
ベース
予定人員
（人日）

②
予定人員

（人日）

③（②－①）
効率化
予定人員

（人日）

効率化の要因

④
実績人員

（人日）

⑤（④-①）
従来ベースの
予定人員と実
績人員の差
（人日）

⑤の主な理由

平成17年国勢調査
43,896 43,896 0 46,504 2,608

　準備事務

9,867 9,867 0 12,774 2,907 製表支援システムを新たに企画、開発したため、また、今後の
公表早期化に備え、製表システムの企画や仕様書等の作成
の平成18年度予定分の一部を前倒ししたため。

　受付整理事務
3,802 3,802 0 4,149 347

　要計表による人口集計
1,083 1,083 0 1,040 -43

　　準備事務
127 127 0 358 231

　　製表実務
897 897 0 526 -371

　　その他
59 59 0 156 97

　抽出速報集計
17,338 17,338 0 15,777 -1,561

　　準備事務
1,314 1,314 0 1,399 85

　　製表実務
14,962 14,962 0 13,183 -1,779 産業・職業分類符号格付の研修を充実したことにより、格付事

務の効率化を図った。

　　その他
1,062 1,062 0 1,195 133

　第１次基本集計
3,485 3,485 0 4,021 536

　　準備事務
524 524 0 1,181 657 結果表自動審査システムのコンスタント作成などの人員が増

加した。

　　製表実務
2,595 2,595 0 2,464 -131

　　その他
366 366 0 376 10

事務区分

予定 実績



①
従　来
ベース
予定人員
（人日）

②
予定人員

（人日）

③（②－①）
効率化
予定人員

（人日）

効率化の要因

④
実績人員

（人日）

⑤（④-①）
従来ベースの
予定人員と実
績人員の差
（人日）

⑤の主な理由
事務区分

予定 実績

　第２次基本集計
1,172 1,172 0 2,908 1,736

　　準備事務
263 263 0 520 257

　　製表実務
878 878 0 2,151 1,273 今後の公表早期化に備え、産業大分類検査事務の平成18年

度予定分の一部を前倒しして着手したため。

　　その他
31 31 0 237 206

　製表に係る調査区情報の整備
7,149 7,149 0 5,835 -1,314

　　準備事務
35 35 0 233 198

　　製表実務
6,803 6,803 0 5,423 -1,380

CMSデータ整備事務が取り止めになったため。

　　その他
311 311 0 179 -132



平成16年事業所・企業統計調査　投入量等について

事務区分

予定 実績

①
従　来
ベース
予定人員
（人日）

②
予定人員

（人日）

③（②－①）
効率化
予定人員

（人日）

効率化の要因

④
実績人員

（人日）

⑤（④-①）
従来ベースの予
定人員と実績人
員の差

（人日）

⑤の主な理由

平成16年事業所・企業統計調査

　本集計
16,817 8,888 -7,929 9,150 -7,667

　　　準備事務
546 546 0 656 110

　　　製表実務

15,498 7,569 -7,929 新設事業所及び存続事業所の産業分類検査事務に産業
分類自動格付システムを用いて、分類符号を検査する方
法を採用。

7,821 -7,677 産業分類検査事務に産業分類自動格付シス
テムを用いたことにより、事務の効率化を
図った。

　　　その他
773 773 0 673 -100



平成18年事業所・企業統計調査　投入量等について

事務区分

予定 実績

①
従　来
ベース
予定人員
（人日）

②
予定人員

（人日）

③（②－①）
効率化
予定人員

（人日）

効率化の要因

④
実績人員

（人日）

⑤（④-①）
従来ベースの予
定人員と実績人
員の差

（人日）

⑤の主な理由

平成18年事業所・企業統計調査
1,326 694 0 1,199 -127

　本集計
360 360 0 402 42

　　　準備事務
360 360 0 402 42

  試験調査
334 334 0 342 8

　　　準備事務
119 119 0 101 -18

　　　製表実務
215 215 0 241 26

　産業分類細分化事務
632 0 ー 455 -177

　　　準備事務
58 0 ー 58 0

　　　製表実務
536 0 ー 359 -177 キーワードによる自動格付システムを用いたこ

とにより、事務の効率化を図った。

　　　その他
38 0 ー 38 0



平成16年全国消費実態調査　投入量等について 

事務区分

予定 実績

①
従　来
ベース
予定人員
（人日）

②
予定人員

（人日）

③（②－①）
効率化
予定人員

（人日）

効率化の要因

④
実績人員

（人日）

⑤（④-①）
従来ベースの
予定人員と実
績人員の差
（人日）

⑤の主な理由

平成16年全国消費実態調査

　本集計
47,899 35,160 -12,739 33,160 -14,739

　　　準備事務

2,650 2,650 0 1,984 -666 結果表審査の準備事務の人員が減少した。

　　　製表実務
44,081 31,342 -12,739 家計簿の格付、入力等の各事務を分離して処理する方法

から、家計簿格付・入力システムを開発し、一体的に処理
する方法に変更。（従来の外注入力は廃止。）

29,357 -14,724 家計簿格付・入力システムを開発し、一体的な処
理としたことにより、効率化を図った。

       （ うち外注入力要員見込み） ( 6,321 )

　　　その他
1,168 1,168 0 1,819 651 事後の整理事務の人員が増加した。



平成16年サービス業基本調査　投入量等について 

事務区分

予定 実績

①
従　来
ベース
予定人員
（人日）

②
予定人員

（人日）

③（②－①）
効率化
予定人員

（人日）

効率化の要因

④
実績人員

（人日）

⑤（④-①）
従来ベースの
予定人員と実
績人員の差
（人日）

⑤の主な理由

平成16年サービス業基本調査

　本集計
2,987 2,987 0 3,292 305

　　　準備事務
550 550 0 343 -207

　　　製表実務
1,991 1,991 0 2,529 538 経理項目の記入不備が多く検出され、結果数値の事

前審査を行ったため。

　　　その他
446 446 0 420 -26



労働力調査の投入量について

①
平　成
１５年度
実績人員
（人日）

②
平　成
１６年度
実績人員
（人日）

③
平　成
１７年度
実績人員
（人日）

④
平　成
１８年度
実績人員
（人日）

⑤
平　成
１９年度
実績人員
（人日）

⑥
対前年度
との実績
人員の差

⑥の主な理由

労働力調査

6,179 5,711 5,897 186 　

　　準備事務

1,097 717 1,122 405 新産業分類符号による格付事務移行の総合テストの準備が加わったた
め。

　　製表実務

4,283 4,474 4,125 -349 産業・職業分類符号格付とデータチェック審査の各事務を一体的に処理
する方法へ全面的に移行したことにより、効率化を図った。

　　その他

799 520 650 130

 

   

事務区分

中期計画期間実績 平成１7年度の状況



小売物価統計調査の投入量について

①
平　成
１５年度
実績人員
（人日）

②
平　成
１６年度
実績人員
（人日）

③
平　成
１７年度
実績人員
（人日）

④
平　成
１８年度
実績人員
（人日）

⑤
平　成
１９年度
実績人員
（人日）

⑥
対前年度
との実績
人員の差

⑥の主な理由

小売物価統計調査

13,187 10,273 9,763 -510

　　準備事務

1,036 3,320 3,272 -48

　　製表実務

8,720 6,231 6,327 96

　　その他

3,431 722 164 -558 小売製表システム移行に係る整理事務が減少したため。

事務区分

中期計画期間実績 平成１７年度の状況



家計調査の投入量について

①
平　成
１５年度
実績人員
（人日）

②
平　成
１６年度
実績人員
（人日）

③
平　成
１７年度
実績人員
（人日）

④
平　成
１８年度
実績人員
（人日）

⑤
平　成
１９年度
実績人員
（人日）

⑥
対前年度
との実績
人員の差

⑥の主な理由

家計調査

37,269 35,729 35,582 -147

　　準備事務

1,434 1,209 1,883 674 公表早期化（集計期間短縮）に対応するための符号格付・入力事務の処理
方法の見直し及び結果表審査支援システムの導入に係る準備が加わった
ため。

　　製表実務

34,435 32,952 32,069 -883 公表早期化（集計期間短縮）に対応するための符号格付・入力事務の処理
方法の見直し及び結果表審査支援システムの導入により、効率化を図っ
た。

　　その他

1,400 1,568 1,630 62

別掲

平成17年収支項目分類改訂に伴
う事務

( 2,181 ) ( 1,505 ) ( 253 ) ー 平成15～17年度にわたって行う事務。

消費者物価指数17年基準改訂に
伴う特別集計

事務区分

中期計画期間実績 平成１７年度の状況



個人企業経済調査の投入量について

①
平　成
１５年度
実績人員
（人日）

②
平　成
１６年度
実績人員
（人日）

③
平　成
１７年度
実績人員
（人日）

④
平　成
１８年度
実績人員
（人日）

⑤
平　成
１９年度
実績人員
（人日）

⑥
対前年度
との実績
人員の差

⑥の主な理由

個人企業経済調査

2,781 1,443 1,315 -128

　　準備事務

808 325 152 -173 製表事務手続等の作成などに係る事務の人員が減少した。

　　製表実務

1,545 962 926 -36

　　その他

428 156 237 81

事務区分

中期計画期間実績 平成１７年度の状況



科学技術研究調査の投入量について

①
平　成
１５年度
実績人員
（人日）

②
平　成
１６年度
実績人員
（人日）

③
平　成
１７年度
実績人員
（人日）

④
平　成
１８年度
実績人員
（人日）

⑤
平　成
１９年度
実績人員
（人日）

⑥
対前年度
との実績
人員の差

⑥の主な理由

科学技術研究調査

2,507 1,853 1,718 -135 業務全般にわたって事務の定着化が図られたことにより、人員が減少した。

　　準備事務

703 384 341 -43

　　製表実務

1,213 1,205 1,195 -10

　　その他

591 264 182 -82

事務区分

中期計画期間実績 平成17年度の状況



①
従　来
ベース
予定人員
（人日）

②
予定人員

（人日）

③（②－①）
効率化
予定人員

（人日）

効率化の要因

④
実績人員

（人日）

⑤（④-①）
従来ベースの予
定人員と実績人
員の差
（人日）

⑤の主な理由

（１）　人事院職員福祉局委託業務
30 30 0 2 -28

471 471 0 487 16

（２）　人事院給与局委託業務
222 222 0 177 -45

51 51 0 22 -29

89 89 0 24 -65

23 23 0 3 -20

0 0 0 9 9

66 66 0 37 -29

26 26 0 59 33

（３）　総務省人事・恩給局委託業務
77 77 0 106 29

414 414 0 457 43

388 388 0 424 36

6 6 0 36 30

（４）　公害等調整委員会委託業務
294 294 0 423 129

（５）　財務省委託業務
909 909 0 1,596 687

701 701 0 561 -140

（６）　文部科学省生涯学習政策局委託業務
0 0 0 0 0

（７）　厚生労働省委託業務
36 36 0 66 30

112 112 0 159 47

436 436 0 695 259

3 3 0 23 20

（８）　経済産業省委託業務
67 67 0 53 -14

　平成17年家計調査特別集計（特定品目）

　平成18年賃金構造基本統計調査

　平成16年家計調査特別集計（教育費・教育費関係）

　平成16年商業統計調査

　平成16年度国家公務員(特別職･自衛官)給与実態調査

　平成17年度国家公務員(特別職･自衛官)給与実態調査

　平成1７年度国家公務員退職手当実態調査

　平成17年民間企業の勤務条件制度等調査

　平成16年家計調査特別集計（標準生計費関係・住宅関係・各分位関係）

　平成18年職種別民間給与実態調査

　平成16年全国消費実態調査特別集計（標準生計費関係・各分位関係)

　平成17年家計調査特別集計（標準生計費関係・住宅関係・各分位関係）

　平成16年度公害苦情調査

　平成16年家計調査特別集計（特定品目）

　平成16年雇用動向調査

　平成17年雇用動向調査

　平成1７年賃金構造基本統計調査

受託製表関係調査　投入量等について

　平成17年職種別民間給与実態調査

　平成17年国家公務員給与等実態調査

事務区分

予定

　平成16年民間企業の勤務条件制度等調査

　平成18年国家公務員給与等実態調査

実績

　平成18年度国家公務員退職手当実態調査

基準書の内容変更に対応したため。

符号格付事務の人員が増加した。

チェックリスト審査事務でのエラー件数が増加した
ため。



①
従　来
ベース
予定人員
（人日）

②
予定人員

（人日）

③（②－①）
効率化
予定人員

（人日）

効率化の要因

④
実績人員

（人日）

⑤（④-①）
従来ベースの予
定人員と実績人
員の差
（人日）

⑤の主な理由
事務区分

予定 実績

（９）　国土交通省総合政策局委託業務
42 42 0 45 3

39 39 0 39 0

2 2 0 1 -1

1,039 1,039 0 982 -57

29 29 0 28 -1

700 700 0 701 1

35 35 0 34 -1

135 135 0 123 -12

6 6 0 5 -1

62 62 0 44 -18

16 16 0 8 -8

139 139 0 111 -28

201 201 0 172 -29

136 136 0 132 -4

42 42 0 42 0

204 204 0 215 11

30 30 0 1 -29

77 77 0 79 2

5 5 0 8 3

38 38 0 40 2

（10）　国土交通省土地・水資源委託業務
39 39 0 110 71

（11）　国土交通省自動車交通局委託業務
242 242 0 286 44

220 220 0 213 -7

11 11 0 10 -1

　平成16年建設工事統計調査（建設工事受注動態統計調査）

　平成16年内航船舶輸送統計調査（内航船舶輸送実績調査）

基準書の内容変更に対応したため。

　平成17年建設工事統計調査（建設工事施工統計調査）

　平成16年度内航船舶輸送統計調査（自家用船舶輸送実績調査）

　平成16年自動車輸送統計調査（特別積合せトラック調査）

　平成17年内航船舶輸送統計調査（内航船舶輸送実績調査）

　平成18年内航船舶輸送統計調査（内航船舶輸送実績調査）

　平成16年建設総合統計

　平成15年住宅･土地統計調査特別集計(世帯に係る土地基本集計)

　平成17年建設総合統計

　平成17年船舶船員統計調査（船員調査）

　平成18年建築物滅失統計調査

　平成17年建設工事統計調査（建設工事受注動態統計調査）

　平成17年建築着工統計調査

　平成17年船員労働統計調査

　平成17年建築物滅失統計調査

　平成16年建築着工統計調査

　平成16年建築物滅失統計調査

　平成16年船員労働統計調査

　平成16年海難統計

　平成15年度貨物自動車運送事業輸送実績調査

　平成16年度旅客自動車運送事業輸送実績調査

　平成16年度貨物自動車運送事業輸送実績調査

　平成17年住宅用地完成面積調査
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予定 実績

（12）　都道府県委託業務
0 0 0 0 0

11 11 0 14 3

0 0 0 0 0

0 0 0 1,205 1,205 新規受託の集計準備のため。
　東京都生計分析調査

  平成17年国勢調査要計表による町丁・字等別集計

　平成17年労働力調査都道府県別集計

　平成15年住宅・土地統計調査県内ブロック別集計



加工統計関係　投入量等について 

①
従　来
ベース
予定人員
（人日）

②
予定人員

（人日）

③（②－①）
効率化
予定人員

（人日）

効率化の要因

④
実績人員

（人日）

⑤（④-①）
従来ベースの
予定人員と実
績人員の差
（人日）

⑤の主な理由

地域メッシュ統計

1,018 1,018 0 605 -413 世界測地系への変換に係る審査事務における審査
対象数が予定より少なかったため。

社会・人口統計体系
1,460 1,460 0 1,458 -2  

住民基本台帳
25 25 0 27 2  

事業所データベース
1,131 1,131 0 1,218 87

事務区分

予定 実績


	●
	処理課なし

	●
	処理課なし

	●
	処理課なし (17年度）

	●
	処理課なし


